
公益社団法人　山梨県私学教育振興会
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【主要事業の概要】
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346,766

1,037 208

18,000

332,008

1,081

設 立 年 月 日 昭和36年7月11日

私立学校法人が教職員に退職金を支給するために必
要な資金を給付する

小中高部及び幼稚園部が実施する研修会

352,859

204,241

E-mail ア ド レ ス yskg-kyo@mx2.nns.ne.jp

令和３年度令和２年度令和元年度

37,020 0

204,241

事業費（単位：千円）
内容

私立学校の教育条件の改善充実と経営の安定健全化
に資するための貸付（施設設備（耐震工事経費含む）・経営
資金）

法人名

主
な
出
資
者
等

出資順位
1

4
3

6

ホームページＵＲＬ http://yamanashi-shigaku.com/

資本金（基本財産） 千円

5

8
7

団体（者）

出資者名等
私学（私立学校法人等）
山梨県2

【 法 人 の 概 要 】

代 表 者 名 所管部（局）課 県民生活部　私学・科学振興課

所 在 地 甲府市丸の内2-14-13 電 話 番 号 055-232-4422

理事長 川手佳彦
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理事（非常勤） 16 1
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出資その他
その他
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教職員研修事業

令和 ２

資金貸付事業

退職資金給付事業

年度

各年度体制

理事（常勤） 0
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設 立
目 的
経 緯
概況等

　県内の私立の幼稚園、小学校、中学校及び高等学校を設置する学校法人に対し、学校運営に必要な資金
を貸し付けることにより、私立学校の教育環境を整備し、私学教育の振興に資することを目的として、昭和３
６年７月に設立された。本法人の貸付金は、設立の趣旨から民間金融機関による貸付よりも低利率で貸付
を行っており、現在までに３３５件の貸付を行い、私立学校の教育環境の整備等に貢献している。

主な事業名

0

役員等
0

16
監事（常勤）

評議員 0

17 2 152 1415
0

0
監事（非常勤） 3

0
3 333 3
0

計 19 0
0

17 20 0 2 181 18 19 0 2
11 11

3

1
0

一般職員

0
3

臨時職員 0
3 3

男性

女性 1 1

～２０ ２１～３０ ３１～４０
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【経営の状況】 （単位：千円）
令和元年度 令和２年度 令和３年度 増減

0 0 0 0
292,758 294,929 298,441 3,512

0 0 0 0
748 968 300 △ 668

107,510 99,693 103,238 3,545
85,246 77,234 74,793 △ 2,441

486,262 472,824 476,772 3,948
事業費 482,050 467,116 467,977 861

うち人件費 21,118 20,316 20,723 407
管理費 7,203 5,915 6,157 242

うち人件費 3,727 3,585 3,657 72
経常支出　計　 489,253 473,031 474,134 1,103

△ 2,991 △ 207 2,638 2,845
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

△ 2,991 △ 207 2,638 2,845
△ 487 3,873 105 △ 3,768

256,351 260,017 262,760 2,743
（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 増減
42,386 41,332 44,698 3,366

3,497,184 3,737,389 3,822,396 85,007
3,539,570 3,778,721 3,867,094 88,373

214 216 215 △ 1
0 0 0 0

3,283,004 3,518,488 3,604,117 85,629
0 0 0 0

3,283,218 3,518,704 3,604,332 85,628
256,352 260,018 262,762 2,744

うち基本財産への充当額 0 0 0 0
うち特定資産への充当額 219,593 223,466 223,571 105

（単位：千円）
令和元年度 令和２年度 令和３年度 増減

0 0 0 0
人件費補助金 0 0 0 0
人件費以外の補助金 6,000 6,000 6,000 0

6,000 6,000 6,000 0
101,310 93,493 97,038 3,545
107,310 99,493 103,038 3,545

人件費委託金 0 0 0 0
人件費以外の委託金 0 0 0 0

委託金　計 0 0 0 0
107,310 99,493 103,038 3,545

22.1 21.0 21.6 0.6
0 0 0 0
0 0 0 0

【県の財政的関与の状況（令和３年度）】

負債　計

経常外収入

正
味
財
産
の
状
況

項　　　　　目
基本財産等運用益
受取会費・受取寄付金
受託事業収益
自主事業収益
受取補助金等
その他の収益

経常収入　計

当期経常増減額

流動負債
うち短期借入金

固定負債

経常外支出
当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
当期指定正味財産増減額
正味財産期末残高

流動資産
固定資産

県債務負担実際残高

資産　計

うち長期借入金

項目

負担金

補助金
（事業費）

補助金
（運営費）

正味財産

県
の
財
政
的
関
与
の
状
況

項　　　　　目
負担金

運営費補助金
事業費補助金

補助金　計

県支出金　計
県の財政的関与の割合（％）
県貸付金残高

財
務
状
況

項　　　　　目

委託金

県債務負担
実際残高

該当なし

内容・目的・金額

該当なし

私学教育振興会活動費補助金　6,000千円
私学振興を図るための活動費に対する助成

私立学校教職員退職資金造成補助金64,123千円　県内私学教職員に対し退職金を支給する私
学教職員退職金制度の資金造成を助成することにより私立学校の振興を図る。
私立幼稚園教職員退職資金制度事業補助金32,915千円　山梨県私学教育振興会が行う私立
幼稚園教職員退職金制度の資金造成を助成することにより私立幼稚園における教育環境の充
実を図る。

該当なし



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目 的 適 合 性 3 10 6 60.0%

計 画 性 3 10 8 80.0%

組 織 運 営 の
適 正 性 3 9 9 100.0%

財 務 状 況 7 42 35 83.3%

効 率 性 5 18 14 77.8%

21 89 72 80.9%

正味財産増減

流動比率

借入金依存率

債務超過

県の将来負担見込

回収不能債権

県の債務処理補助等

公益認定基準抵触

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目 的 適 合 性

計 画 性

組 織 運 営 の
適 正 性

財 務 状 況

効 率 性

総 合 的 評 価

対応策

出資法人の組織の管理運営上における人的・物的
な経営資源が有効活用されているかを問う視点

【警戒指標数】

目標達成度

貸付件数については認定こども園移行による施設設備等が一段落し、更にコロナ禍で厳しい状況だ
が、今後とも会員のニーズに応えるべく積極的にＰＲするよう努める。

合　　計

貸付事業については、認定こども園移行による施設設備等が一段落したこと、また、コロナ禍もあり要
望が減っているが、今後とも積極的なＰＲにより貸付件数の増加を図る。また退職資金給付事業の財政
の長期的な健全化保持、研修事業の内容充実とともに経費の抑制に努める。

基本方針（定款）に基づいた経営計画、事業計画を策定し、計画的に事業運営を実施するとともに、効
率的な内部管理に取り組んでいる。

本県私立学校の経営基盤の強化、改善に資するための低利の貸付、県内私立学校の教職員の資質
向上を図るための退職資金給付事業、研修会実施により、公益法人として私学振興、教育環境の整備
等に大きく貢献しており、目的に十分適合している。
また、目的適合性の評価指標となっている貸付件数については、次期の中長期経営計画策定の際に
新たな目標を検討の上、見直しを行う。

適正な内部管理体制のもと必要最小限の人員構成で事業運営を行うとともに、ホームページなどで情
報発信に努めている。

貸付事業については金利の低下に伴う収益の減少もあるが、貸付条件等を改善しながら貸付額が増
加するよう取り組みを行い、収入の拡大に向け周知に努める。退職資金給付事業については、財政の
長期的な健全化保持に努める。教職員研修事業については、教職員の資質向上、人材育成、教育研
究活動の充実に資するよう努める。

これまでも事務事業の徹底的な合理化を行ってきたが、今後も効率性の高い執行に努めていく。

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目的と適
合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に事業
運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に整
備、運用され、かつ情報公開による透明性の確保
が適切であるかを問う視点

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視点
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

財務状況

効率性

総合的評価

【総合評価】：（経営評価委員会、経営検討委員会による総合評価）
A 得点率８０％以上かつ警戒指標なし

B 得点率７０％以上８０％未満または警戒指標が１

％ C 得点率６０％以上７０％未満または警戒指標が２

D 得点率６０％未満または警戒指標が３以上

【総合評価に対する今後の対応方針】

事業目的に適合した事業運営がなされるとともに、内部統制が図られた管理がなされている。
事業収入を拡大し、更なる本県私学教育の向上に寄与すべく、借入者のニーズ把握や積極的
なＰＲにより貸付額の増額を図るとともに安定的な資金運用により収益の確保を図る必要があ
る。また、業務の不断の見直しによる効率化を進める必要がある。

・資金貸付事業については、引き続き、各学校法人が制度を有効に活用し、また実状に応じた支援ができるよ
うに努めていく。
・目標の設定方法については、次期中長期経営計画策定に併せて、内容を検討していく。
・管理費については、物価高もあるが、効率化に努めていく。

山梨県内の私学教育振興のため、施設設備整備、学校経営等に必要な資金の低金利での貸
し付け、優秀な教職員の確保及び就業継続に必要な退職資金給付、教職員の資質向上や制
度理解のための研修会開催など、本県教育文化の向上に寄与しており、目的に十分適合して
いる。
新型コロナウイルス感染拡大や認定こども園移行による施設設備等が一段落するなど、借入
者の資金需要が低下したため、令和３年度は目標としていた貸付額を下回ったが、今後とも会
員のニーズに応えた積極的なPRを期待する。

基本方針（定款）に基づいた経営計画（2019～2023）、年次事業計画を策定し、計画的に事業
運営を実施している。

平成24年11月の私学関係５団体の合併を機に各種規程を整備し、適正な内部管理体制のもと
必要最小限の人員構成で事業運営を行うとともに、ホームページなどで情報発信にも努めてい
る。
異動等職員の入れ替わりがほとんどないため現状の引継ぎ書等はないが、人員構成が５名と
少数である中で、上司と部下や職員同士の情報伝達は、随時実施される職場での打ち合わせ
によって的確に行われる体制が整っており、懸案等の情報は共有されている。

新型コロナウイルス感染拡大や市中金利の低迷に伴い、貸付件数の低迷や貸付金利収入の
減少が見られる。借入側のニーズを把握することにより貸付件数、貸付額増加を図る必要があ
る。また、退職資金給付事業については、経済状況の急変に対応できるよう、より安定した運
用に努める中で収益を確保する必要がある。

平成24年11月の私学関係５団体の合併により、事務処理の合理化や経費の縮減が図られた
が、事務分掌の見直しや業務の効率化により、さらなる経費削減に努める必要がある。

警 戒 指 標 数

得 点 率 80.9
0

A

・目標設定している「設備資金等貸付事業の借入申込額」について、前年度は０件であったが、
本年度は、１件申し込みがあったため、実績数値は増加した。しかしながら、目標数値には届
かず３期連続で未達成となったことで、目的適合性の評点は低下している。
・上記目標の設定方法として、過去３年間の設備資金等貸付額の平均を目標値としているが、
資金力に乏しい私立学校については、借入に躊躇してしまう実態があるため、法人の取組みを
反映するための適当な目的適合性の評価として、他の事業についても目標指標に設定するな
ど、次期中長期経営計画策定にあたり検討する必要がある。
・上記貸付件数の増加により、職員１人当たり貸付等取り扱い実績が伸びたことで効率性の評
点は上昇したが、管理費比率は増加傾向にあるため、各種事業の充実を図りながら、業務の
見直し等による効率化を推進する必要がある。

総合的所見

総合評価
ラ　ン　ク


